
「 土 壌 汚 染 対 策 制 度 の 見 直 し に 向 け た 東 京 都 の 意 見 」 主 な 内 容

（１） 指定区域内の土壌を健全土として搬出するための調査（認定調査）の適正化

【本文Ⅰ1(1) 深度方向の汚染状況を考慮した土壌の搬出】

（２） 自然由来基準不適合土壌の区域間における移動を可能にする

【本文Ⅰ1(3)自然由来又は埋立由来基準不適合土壌の有効利用】

（１） 要措置区域の指定要件の明確化

【本文Ⅱ1(1)飲用井戸の定義の明確化、飲用井戸の所在を把握する

仕組みの構築】

Ⅱ 確実に土壌汚染対策を実施するための規定の明確化

（２） 土地の所有者が自己破産等した場合の規定の整備

【本文Ⅱ2(1) 土地の所有者の不測の事態における、調査・対策義務

の継承や責任任分担の明確化】
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Ⅰ 環境リスクに応じた合理的な土壌汚染対策とするための改善策

土壌中の有害物質が 土壌汚染対策

地下水の流れに乗って、 ⇒ が必要

移動する範囲に飲用井戸 (要措置区域）

があると

・飲用井戸の定義を明確化する

・飲用井戸の所在を把握する仕組みを構築する

（例）飲用井戸の届出制度など

飲用井戸

土地を継承した者に対する土壌汚染対策の責任を明確化する

自然由来特例区域 自然由来特例区域

自然由来基準不適合土壌
（砒素・鉛など）

指定区域
(工場跡地、埋立地、自然由来等）

基準適合土壌

基準超過土壌

⇒地下水を経由した摂取リスクを確実に回避する。

【現在】

搬出する場合は、

汚染土壌処理施設で処理

・搬出する場合は、原則として汚染土壌処理施設で処理

・健全土として搬出するためには認定調査を実施

【現在】
認定調査：土壌汚染対策法の指定基準にある

全２５項目を調査

⇒調査が負担となるため、
汚染土壌処理施設で処理される事例が多い。

【今後】

認定調査 ： 指定項目のみ調査

⇒健全土として搬出し易くなる。

【今後】

同一地層、かつ同様の汚染

状態の自然由来特例区域間

について、土壌の有効利用

可能

⇒ 処理土量の減量化、処理費用及び処理に伴うエネルギー削減
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